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はじめに
百貨!苫の経営史については多くの研究史上の帯和があり.近年でも多くの研究が積み重ねられ
ている (1)。しかしながら，百貸出の取引状況.すなわち百貨庖へ商品を納入する業者との関係
については，一部のさきがけ的な研究を除いては従来.あまり十分な検討がなされてこなかっ
たように思われる。こうした研究史への認識から，本稿では. 1954年末の百貨庖特殊指定直後
の取引状況についての史料をH今l床し，当時の百貨j苫取引の状況を概括することによって，この分
野の研究進展の一助としたい。
1 .百貨庖特殊指定と返品問題
1950年代当時の日本の百貨庖の小売業としての地位は依然として高く，百貨庖との取引は関
係業者にとっても金融をはじめ商業上の信用を得る機会となった。しかし，こうした百貨庖のプ
レステージは，取引面での優越的な地位を関係者に暗黙裏に容認させる基礎となった。多くの小
規模小売庖とは異なり，百貨j苫は，取引業者に対して強い交渉力を発揮しときには優越的地位
の濫用と思われる行為さえみられたのであった。
こうした状況のなかで，独占禁止法の第2条第7項の規定により，百貨)苫という特定の事業分
野に対して.1954年 12月の「百貨庖業における特定の不公正な取引方法(百貨庖特殊指定)J(昭
和29年12月21日公正取引委員会告示第7号)によって規制が加えられることとなったは)。
この特殊指定では，百貨府業者が納入業者に対して行う優越的地位の濫用による不公正な取引
として7つの取引方法をあげ 原則としてそれらを禁止することとされた。その第l項としてあ
げられたのが，正当な事由によらない百貨市による納入業者への返品で、あったは)。この場合の
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不当な返品とは，汚損・き損その他かしなど納入業者に帰すべき事由による返品，注文した商品
と異なる商品が納入された場合の返品，一般の商取引で商慣習となっている期間または数量の範
囲内の返品，百貨屈が損失を負担し同意が得られた商品の返品 納入業者が処分することがその
利益となる場合に当該業者の申請に応じた返品，などを除く場合の返品であり，購入契約を委託
販売契約に切り替えたり，あるいは商品を取り替えるなど実質的に返品となる行為も合まれると
された。
この特殊指定第l項にいう買取仕入の不当返品は，百貨庖による優越的地位の濫川の1立たるも
のであったが，告示による規制後，納入業者から買取仕入が減少し委託仕入やその他の返，'d，iJ
能な仕入方式が増えつつあるとの報告を受けて，公正取引委員会は百貨庖取引実態の調査を実施
することとなったのである (5)。
2.調査の対象と方法
まず、仕入状況や返品の問題で、調査対象となったのは，表1-1および表1-2に示される，公
正取引委員会事務局経済部調整課が調査した北海道地域2}i~1. 東北地域 3 庖，京浜地域 12 }，Ii. 
京阪地域8庖. ':~'i主|地域 l 庖，四国地域 1 庖，九州地域 5 応のn十 32 }古と，表2-1.表2-2
および表2-3に示される同委員会名古屋事務局が実施した北陸・東海地域の 15JiIiのH-!"47}苫で
あった (6)。公正取引委員会では，この47庖を，各去に示すように， さらに立地条件別に，大都
市百貨庖 15m. ターミナル百貨庖 8m. 地方百貨応 24 山に分納して，それぞれのq~l:徴の把掘も
試みている (7)。
ただしこの調査では，調査対象それ自体の選抜恭準が明示されていない。また，調査対象か
ら提出された調査報告¥I~: を集計して，仕入方式や返1171の状況を検討したものであって，調査対象
への立ち入った訓査や迫加調査を実施していない(お)。このため，対象の代表性や精度とm官官許さ
に欠けるという憾みはある。しかしこの時期の百貨j苫の1)(引状況についての経営史的研究の帯
積が乏しい現状にあっては，本調査報告書:の内容を手j確認しておくことのな義は少なくないであ
ろう。また，法規制直後の百貨屈の対応の状況を確認することは，規制への対応の述さと程度を
知るうえでも意味があると思われる。
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(1955 年9 月~ 1956年3月)
底名 所在地 テイプ
I 呉服 2 寝具その他 3.洋服(紳士服) 4.洋服(婦人・子供服) 5. 羊品 6 雑貨
買取混合委託売上 買取混合委託売上 買取混合委託完上 買取混合委託完上 買取混合委託完上 買取混合委託完上
大国屋 小樽市地 l∞ 一(注2) -1 1∞ -1 1∞ -1 1∞ 
丸井今井 札幌市地 79 18 3 84 16 84 13 3 85 3 12 
藤崎 仙台市 地 56 44 92 8 59 41 65 35 83 17 79 13 8 
松木屋 青森市 地 61 39 l∞ 70 30 75 25 91 9 89 6 。
丸美屋 八戸市 地 97 3 l∞ -1 1∞ 96 4 
松坂屋上野支庖東京都都 73 27 81 19 68 32 52 48 89 1 77 15 8 
西武百貨底 東京都 タ 79 20 97 3 59 41 71 m 81 17 2 82 17 
伊勢丹 東京都 都 78 21 1 (注3) 52 47 1 (注6) 81 14 5 78 7 15 
岡田屋 JI崎市 地 85 15 一(注4) l∞ -1 1∞ 一 l∞
野沢屋 横浜市 都 100 -1 1∞ 98 2 l∞ 一 I∞ 96 3 l 
大丸東京庖 東京都 タ 61 39 49 49 2 23 69 8 45 53 2 56 30 141(注iJ
高島屋東京支庖東京都 都 74 7 19 46 24 30 81 15 l 3 87 12 84 6 3 7 
三越 東京都 都 76 24 93 7 85 15 89 11 94 6 77 19 4 
松屋 東京都 都 88 12 89 11 83 27 82 28 93 7 92 6 2 
松坂屋銀座支庖東京都 都 86 14 95 5 64 36 92 8 1∞ 87 4 9 
白木屋 東京都 都 67 17 16 一(注5) 6 51 43 27 64 9 l 99 62 28 2 8 
東横百貨庖 東京都 タ 66 20 13 l 82 9 9 27 60 7 6 17 75 5 3 71 24 4 l 67 19 2 12 
十合大阪庖 大阪市 都 10 81 9 27 59 14 17 59 24 13 65 22 5 75 20 33 24 43 
大丸大阪庖 大阪市 都 56 44 27 60 7 6 34 56 10 70 5 85 12 3 56 24 2 18 
大丸京都底 京都市 都 51 49 52 43 5 29 50 21 91 訂 4 82 1 I 6 63 13 10 14 
阪急百貨底 大阪市 タ 67 20 13 74 5 21 58 22 20 69 22 9 56 11 33 59 17 24 
高島屋大阪支庖大阪市 タ 811(注1) 8 11 85 15 39 47 14 85 9 6 81 4 151 (注81
近鉄百貨庖 大阪市 タ 42 56 2 8 92 25 55 20 9 82 9 12 68 20 
丸物 京都市 都 49 39 12 55 19 26 16 51 33 33 42 25 17 M 49 38 16 46 
阪神百貨底 大阪市 タ 61 2 37 79 2 19 
天満屋 岡山市 地 80 20 45 55 66 34 83 15 2 
山形屋 鹿児島市 地 49 51 56 44 24 76 60 40 37 63 28 72 
橘百貨庖 宮崎市 地 100 88 12 96 4 -1 100 97 2 M 6 10 
博多大丸 福岡市 地 63 37 44 55 I 10 88 2 14 62 24 
岩田屋 福岡市 地 47 47 6 38 61 I 12 76 12 42 35 23 
井筒屋 小倉市 地 53 43 4 73 27 66 29 5 62 38 64 31 5 62 23 11 
丸新 徳島市 地 84 16 92 8 94 6 93 7 
計 67 8 22 3 72 8 16 4 52 31 7 65 10 20 5 71 16 7 68 7 13 12 
ーその 1-の品目別の仕入方式比率(0/0)32百貨庖(東海・北陸地域を除く)表 1-1 
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(出典)公正取引委員会事務局経済部調整課『百貨庖業者の取引状況に関する調査J0956年 12月)。
(注1)高島屋大阪庖の呉服の混合仕入の額は買取仕入の額に含まれている。
(i主2)大国屋およびの呉服の仕入額はすべて買取仕入として表示されている。
(i主3)-(注5)伊勢丹，岡田屋および白木屋の寝具その他は，すべて呉服に算入して表示されている。
(i主6)伊勢丹の洋服(婦人服・子供服)は，洋服(紳士服)に算入して表示されている。
(i.主7)-(注8)大丸東京庖と大丸大阪支屈の雑貨は 洋品に算入して表示されている。
※タイプ欄の「地jは地方百貨唐.Iタ」はターミナル百貨底.I都」は大都市百貨庖を示す。
表 1ー 2 32 百貨底(東海・北陸地域を除く)の品目別の仕入方式比率(0/0)ーその2 一 (1955 年 9 月~ 1956年3月)
庖名 所在地 タイプ
7.家具 8.家庭用品 9.食料品 10 その他 11.合計
買取混合委託売上 買取混合委託売上 買取混合委託売上 買取混合委託売上 買取混合委託売上
大国屋 小樽市 地 -1 100 I∞ 96 4 
丸井今井 札幌市 3也 98 2 92 I 7 69 31 82 8 10 
藤崎 仙台市 地 73 27 85 15 64 36 72 23 5 
松木屋 青森市 i也 100 86 14 100 83 16 l 
丸美屋 八戸市 地 93 71 1∞ 98 2 
松坂屋上野支庖 東京都 都 92 7 I 89 4 7 33 67 71 20 9 
西武百貨庖 東京都 タ 97 3 65 5 30 31 3 66 65 12 23 
伊勢丹 東京都 都 88 10 21(注9) 38 62 69 20 11 
岡田屋 川崎市 地 -1 100 l∞ 95 5 
野沢屋 横浜市 都 91 9 95 I 4 80 20 96 3 
大丸東京庖 東京都 タ 62 13 25 66 21 13 25 75 47 33 20 
高島屋東京支庖東京都 都 83 7 5 5 84 9 5 2 45 55 20 5 75 75 8 6 11 
三越 東京都 都 87 13 90 5 5 82 18 90 10 85 11 4 
松屋 東京都 都; 89 11 95 5 67 l 32 63 14 23 85 8 7 
松坂屋銀座支庖東京都 都 86 9 5 88 6 6 57 43 85 7 8 
白木屋 東京都 都 61 19 14 61(注10) 4 45 51 35 44 12 9 
東横百貨庖 東京都 タ 43 46 3 8 73 9 4 14 2 26 72 42 31 5 
十合大阪庖 大阪市 都 26 54 20 5 M 11 0.3 50.7 49 12 64 
大丸大阪庖 大阪市 新i 81 2 5 12 77 5 8 10 49 51 61 26 2 
大丸京都庖 京都市 都 57 4 11 28 69 i 9 15 26 74 63 19 2 
阪急百貨庖 大阪市 タ 46 25 29 67 10 23 59 41 61 13 
高島屋大阪支庖大阪市 タ 11 4 85 82 12 16 54 46 71 9 
近鉄百貨庖 大阪市 タ 16 ω 20 1 32 57 15 55 30 
丸物 京都市 者fi 44 29 27 65 14 21 44 2 M 99 41 25 34 
阪神百貨庖 大阪市 タ 76 7 17 71 29 68 3 29 
天満屋 岡山市 i世 48 52 45 53 2 97 3 74 25 
山形屋 鹿児島市 地 10 90 24 76 15 85 100 34 59 7 
橘百貨庖 宮崎市 地 l∞ 89 7 4 80 20 78 22 89 4 7 
博多大丸 福岡市 地 35 60 5 22 71 7 25 8 67 31 54 15 
岩田屋 福岡市 地 66 24 10 76 15 9 64 15 21 45 42 13 
井筒屋 小倉市地 100 99 l 75 25 68 25 71 
丸新 徳島市 地 l 93 7 87 13 92 8 
言十 73 4 12 11 74 4 13 9 44 4 5 47 51 2 47 63 8 16 131 
(出典)表 1-1に閉じ。
(i.主9)-(注 10)伊勢丹と白木屋の家庭用品は，家具に算入されて表示されている。
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表2-1 東海・北陸地域の 15 百貨庖品目別・仕入方式別仕入実績・返品率 (1955 年 9 月~ 1956年3月頃)
衣料品 雑貨
タ 買取仕入 委託仕入 完上仕入 庖舗貸 買取仕入 委託仕入 完上仕入 唐舗貸
庖名 所在地 イ 仕入実績 返ロロロ車寸ー
仕入実績
返品率
仕入実績
庖(千笛円貸) 仕率中入の(%額比) 
仕入実績 2民とロロロニ~ヂ1 仕入実績 ;s品率
仕入実績
庖(千舗円貸) 仕率中入の(%額比) プ 仕(千入円額) 仕入ι曹 仕(千入円額)仕入ι誓 仕(千入円額)仕入誓比 仕(千入円額) 仕入曹ι 仕(千入円額) 仕中率入の(%比額) 仕(千入円額)t率A(%2) (%) 中の (%) 中の (%) (% 円 率中の(%) 率(%) 率(%) 率中の(%) 
丸栄 名古屋市 タ 574.556 84 61 74.692 1 671 34.103 。 -1 251.634 85 6 8.377 3 65 36206 12 
オリエンタル中村 名古屋市 タ 375.085 66 81 169.836 29 281 21.768 D 一 113.741 77 7 22.4ω 15 28 9.990 8 
名鉄百貨庖 名古屋市 タ 502.762 99 18 2.732 l -1 305.016 80 6 1.6∞ l 8 72.036 19 
丸物百貨庖 岐阜市 地 167.315 87 41 22.668 1 27 1.674 2 ω1.793 78 7 4.256 7 7 11.988 15 
丸宮百貨庖 岐阜市 地 44.666 89 37 4.571 9 m 531 2 70.985 85 18 2.557 4 2 9.375 1 
松菱(本庖) 浜松市 地 149.260 95 15 5.447 4 9 918 I 49.962 83 10 5.841 9 l 4284 8 
田中屋 静岡市 地 147.8∞ 92 121 11.273 8 23 35.755 86 10 1.379 4 9 1.302 312.お6 i 
松菱沼津庖 沼津市 地 29.880 86 6 1.425 5 2 3.098 9 16.655 92 5 961 5 2 302 3 
丸越 金沢市 地 70.454 94 1 2.652 4 28 1.633 2 24.ω4 97 1 27 523 3 
大和(本庖) 金沢市 地 120.726 56 121 90.612 42 38 1.776 2 46.467 84 20 2.185 5 8 6.324 1 
大和新潟庖 新潟市 地 155.170 87 21 21.345 13 8 60.913 91 8 6287 9 
大和富山広 富山市 地 188.886 67 241 91.344 33 32 56;∞I 82 16 7.395 1 38 4217 7 
大和高岡庖 高岡市 地 7.総8 69 201 33.628 29 32 1251 2 38;似8 77 15 6.255 12 36 4.627 1 
松坂屋静岡庖 静岡市 タ 33255 75 15 1.797 5 5 9.028 20 
松坂屋(本庖) 名古屋市 地 936.032 93 21 65.605 7 44 554 ーあ4.968 88 2 16.028 5 10 17.509 7 
合計 3.540.480 84 101 595.1ω8 14 361 70.038 2 1.418.797 83 8 81.067 5 241 193.998 121 2.886 
(出典)表1-1に同じ。
表2-2 東海・北陸地域の 15 百貨底品目別・仕入方式別仕入実績・返品率 (1955 年9 月~ 1956年3月頃)
家庭用品 食料品
タ 買取仕入 委託仕入 完上仕入 庖舗貸 買取仕入 暗号貯 完上仕入 庖舗貸庖名 所在地 イ 仕入実績 1官と日ロ日申二子 仕入実績 sと(ロロ守)中ー 仕入実讃 百(千舗円貸)仕率中の入(%額比) 仕入実績 3るーロロヰ中ヱ 仕入実績 庖(千舗円貸)仕塁入!被額プ 仕(千入円額) 仕入額 (%) 仕(千入円額)仕霊入訪額 α 仕(千入円額)仕入?ι  仕(千入円額) 仕率中入の(%額比71(% 仕(千入円額) 仕皇入訪額中の比 率中の("o) 率(%)
丸栄 名古屋市 タ 109.465 77 41 13.559 10 71 18.830 13 61.お6 37 3 103.702 63 
オリエンタル中村 名古屋市タ 22.372 52 31 19.553 45 14 1.086 3 63.542 41 4 984 88.956 58 
名鉄百貨庖 名古屋市タ 56.42 76 B 3.467 6 51 13.396 18 368.112 62 3 217.850 38 
丸物百貨庖 岐阜市 地 44.747 68 51 17.979 27 36 2.494 5 28.788 55 5 22.746 45 
丸宮百貨庖 岐阜市 地 17.748 74 1 1.314 6 7 4.930 201 120 17.130 43 1 35 22.578 561 151 
松菱(本庖) 浜松市 地 19.404 95 5 934 5 15 35.322 49 3 35.784 51 
田中屋 静岡市 地 22.269 92 5 1.947 8 6 19.963 68 I 9.036 32 
松菱沼津庖 沼津市 地 1.814 91 6 182 9 2 6.似6 80 6 192 3 5 1.310 17 
丸越 金沢市 地 12.060 86 10 1.831 14 22 26.985 92 3 2.306 8 
大和(本庖) 金沢市 地 40.036 98 6 253 I 41 282 l 54.950 80 4 13.770 20 
大和新潟居 新潟市 地 30.769 100 4 40.130 76 2 12.306 24 
大和富山居 富山市 地 36.430 91 23 3.302 9 47.120 83 3 9.383 7 
大和高岡庖 高岡市 地 27.259 91 15 2.733 9 30.必3 91 3 2.749 9 
松坂屋静岡庖 静岡市 タ 30.276 95 9 1.158 3 87 391 2 26.218 69 6 11.288 31 
松坂屋(本庖) 名古屋市 地 249.610 93 21 14.075 5 31 3.378 2 143.522 46 I 166.588 54 
合計 720.701 85 61 76.252 8 31 50.822 71 120 970.177 57 3 1.211 51 720.352 421 151 
(出典)表1-1に同じ。
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表2-3 東海・北陸地域の 15 百貨肩品目別・仕入方式別仕入実績・返品率 (1955 年 9 月~ 1956年3月頃)
その他 合計
タ 買取仕入 委託仕入 完上仕入 庖舗貸 買取仕入 委託仕入 完上仕入 庖鋪貸
庖名 所在地 イ 仕入実績
返(品%率) 
仕入実績
返(品%率) 
仕入実績
底(千舗円貸) 率仕中入の(%比額) 
仕入実績
返(品%率) 
仕入実績
返(品%率) 
仕入実績
庖(千鋪円貸) 仕率中入の(%比額) 
プ 仕(千入円額) 軌率(%宮) 仕(千入円額)駄率(%霊) 仕(千入円額)仕率中の入(%額比) 仕(千入円額) 続率(%空) 仕(千入円額) 仕霊入能額 仕(千入円額) 仕塁入!l額? 
丸栄 名古屋市タ 6.103 100 97 -11.003.624 77 6 96.725 6 67 192.841 17 
オリエンタル中村 名古屋市タ 4.689 12 2 150 l 33.264 87 -1 579.429 61 71 212.932 22 261 155.064 17 
名鉄百貨底 名古屋市タ 44.951 89 9 5.543 II -1 1.277.283 81 10 5.067 61 3ll.557 19 
丸物百貨庖 岐阜市 地 252 100 -1 301.643 78 5 44.903 I 24 39.154 II 
丸宮百貨庖 岐阜市 地 1.121 l∞ 6 150.529 76 21 8.477 5 18 38.535 191 277 
松菱(本庖) 浜松市 地 1.998 41 2.769 59 -1 255.946 82 I 12.222 4 6 43.75 14 
田中屋 静岡市 地 2.876 55 1.069 21 1.254 241 228.663 88 10 14.599 6 19 1.407 41 4.140 2 
松菱沼津庖 沼津市 地 1.488 88 2 62 4 3 143 8 55.883 88 5 2.822 4 2 4.853 8 
丸越 金沢市 地 1.247 21 4.600 79 -1 135.350 91 9 4.510 3 25 9.062 6 
大和(本庖) 金沢市 地 -1 262.179 69 I 93.050 24 38 22.152 7 
大和新潟庖 新潟市 地 -1 286.982 87 14 21.345 7 8 18.593 6 
大和富山庖 富山市 地 -1 328.437 73 19 98.739 22 33 16.902 5 
大和高岡庖 高岡市 地 8.592 100 182.270 78 16 39.お3 17 33 ll.360 5 
松坂屋静岡庖 静岡市 タ 17.401 100 89.749 68 I 2.955 3 37 38.108 29 
松坂屋(本庖) 名古屋市 地 58.841 91 348 11.584.132 82 2 95.708 5 371 246.870 131 348 
合計 71.944 36 8 309 1 125.∞3 631 1.608 1 6.722.099 78 81 753.937 9 341 1.160.213 131 4.765 
(出典)表1-1に同じ。
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3.取引状況の調査結果
(1)仕入方式の全体的変化
公正取引委員会では，百貨}，s特殊指定直後のこの調査結果全体を通じた仕入形態の変化として，
まず次の点を指摘している。すなわち，貝取イ1入の返lfilに対する規制に対処するため，百貨庖で
は買収仕入を減少させ，従来からの委託販売仕入(以下，委託仕入と 1洛記)のほか，食品などの
仕入でみられた光上仕入や，従来はなかった貝取仕入と委託仕入の混合形態の混合仕入というべ
き仕入方式を採用するようになった，という (9)。この点は， この制査による公正取引委員会の
全体的印象を示すものであり，留意しておかなければならない。
ところで，この百貨自の売上仕入は，納入業者にj苫告iIiの一部で、物品を販売させ，売れたものの
みを仕入れたことにする取引方法であり.その契約の性質については， }古制i貸，一種の委託販売
1)(引，営:業の-all委任のいずれかであろうとみられた。泌合形態とは，売上代金は買取商品と同
様に支払われるが，売れ残った商品は委託商品と同様に返品されることを可能とする仕入方式で
あり，返品条件付貝取引:入と呼ぶ百貨府もあった。この混合仕入の対象となるのは，委託品と同
様に季節品や流行IRlが多く，あるいは当該商品の当該百質問でのピークからはずれた商品も多
かったという (0)。
全体的にみると，表 1-1と表 1-2の東海・北陸地域以外の 32}苫全体では，買取仕入が
63%，混合仕入が8%，委託仕入が16%，光上仕入が13%であり，東海・北陸地域の 15庖全体でも，
表2-3に示されるように，l1'!O眠仕入が78%，委託仕入が9%，売上仕入が13%であった (11)。
こうした全体的な傾向のなかで，表1-2にみられるように，十合大阪庖が12%，近鉄百貨庖(大
阪)が 15%，同.多大丸(稲岡)が31%， LLi形屋(鹿児島)が34%，白木屋(東京)が35%で買
取仕入比率が小さく， 40%台の丸物(京都)の41%，東横百貨j苫(東京)の42%，岩田屋(福岡)
の45%，大丸東京}古の 47%を加えても， 32庖のうち9屈が50%以下という状況であった。これ
らの多くでは，委託モ1:入ないし混合仕入の割合が向くなっている。公正取引委員会では，これに
ついて「通常70%とされる」買収仕入が少なくて， r15%Jとされる委託仕入や売上仕入が多い
ことそれ自体は不当なことではないが， r経済力の舵用によって買取を委託品，売上等に切替え
ること」に問題があるとしている(12)。
これについて，名古屋地方事務所が調悲した表2-1-3の15庖は，いずれも買取仕入の全
体的比準が60%以上(全体で78%)と良好ではあるが， r買1)(，委託2本建の納入業者が買取の
みの納入業者よりも多く，それらの納入染者・のn11l.R'fj品返11の場合，売れた分は買取とし，売れ
ない分は委託扱いとして返;l;jJし易い立場」に立つ百貨}i~，もあったとされている。また同事務所の
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報告では， I納入業者側からの希望jという名目上の理由で百貨屈が「買取から売上仕入に切り
替えてJいる場合もあったとされている (3)。
(2)返晶状況と返品率
① 仕入方式別の仕入額比率と返品率
仕入方式別に仕入額の比率をみると，表3の32庖全体では買取仕入63%，混合仕入8%.委
託仕入 16%.売上仕入 13%となっている。表2-1.表2-2および表2-3の15庖全体でみ
ると買取仕入78%，委託仕入9%，売上仕入 13%となっている。先に紹介した百貨応側の規制
への即応による変化の兆しがあるものの，従来からの主たる仕入方式である買取仕入の比率が依
然として高いことがわかる。ここで特に注意しておきたいのは，表3で買取仕入額比率が90%
を超えているのは，岡田屋(川崎)と野沢屋(横浜)を除くと，大国屋(小樽)，丸美屋(八戸)， 
橘百貨届(宮崎)，丸新(徳島)など地方百貨屈であったということである。この点については，
後にもふれることにしたい。
さて，百貨)古特殊指定で焦点となる不当返品との関係で，イ:1入方式別の返品率すなわち返品翻
を仕入額で除した値をみると，表3の32庖全体では買取仕入の返品率は4%と少なく，混合仕
入のそれが37%と最も高い。委託仕入と売上仕入の返品率は，それぞれ 13%と16%であった。
32庖のそれぞれの買取仕入の返品率をみると.大国民(小樽)の 15%. 野沢屋(横浜)の
13%.大丸京都庖の 12%O~)，橘百貨庖(宮111奇)の 11%が比較的高い。表2-3 の 15 J古をみると，
丸宮百貨庖(岐阜)が21%.大和富山庖(富山)が 19%，大和1高岡j苫が 16%と高い。表2-3 
と表3をあわせてみると，全体的に一部を除くと.都市部百貨庖やターミナル百貨)15よりも，地
方の百貨庖の方が買取仕入方式の返品率が高い傾向にある。
これについて，名古屋地方事務所の報告では，当時の日本百貨届協会東海支部の担当者の見解
として，遠隔地のため「百貨商側の注文以外の商品を多量見計らい送付することがあり，これら
注文外の商品でも百貨庖側では一応受入をはっきりさせる意味で、買取商品として計上，後日返171
することが多いからである」としている。また，同じ日本百貨庖協会東海支1:'1¥の担当者は，メー
カーや問屋からの要望で季節外れの商品を百貨屈が受け入れると「遠隔地にあるメーカー.問屋
より必要以上の商品を送ってくること等有り，従って売出し終了後.残品の一括返品を行うため，
大都市百貨屈に比べて返品率が高くなることが多い」としている (5)。こうした状況は，上述の
地方百貨庖の買取仕入額の比率を高くしている要因でもあろう。
いずれにせよ，その当時にあって，百貨庖特殊指定の規制の枠内で許容される適正な買取仕入
の返品率が， どの程度であるべきかということがあらためて問われなければならない。これにつ
??
? ? ? ? ?
?
?????
?
??ーー
の仕入方式別仕入額・返品率 (1955 年9 月~ 1956年3月)
買取仕入 混合仕入 委託仕入 売上仕入 合計
タ 仕入実績 仕入実績 仕入実績 仕入実績
庖名 所在地 イ 仕入額 返品率 仕全入額 返品率
仕全の(体入比%額率) 中
返品率
仕全の(比入体%額率) 中
返(品%率) 仕(千入円額) 返(品%率) プ 仕(千入円額) 全の体比率中 (%) 仕入(千額円) の体比率中 (% 仕(千入円額) (% 仕(千入円額) 
(%) (%) 
大国屋 小樽市 地 184.141 96 15 7.634 4 191.775 1 
丸井今井 札幌市 地 999.244 82 0.5 105232 8 52 118.168 10 1222.644 15 
藤崎 仙台市 地 582.324 72 3 186.735 23 52 41.927 5 810.986 12 
松木屋 青森市 地 146.322 83 7 27.920 16 37 1.150 l 175.392 9 
丸美屋 八戸市 地 85.041 98 8 1.232 2 86.273 1 
松坂屋上野支庖 東京都 都 3.447.902 71 3 938.872 20 48 470.510 9 4.875.284 13 
西武百貨庖 東京都 タ 1.646.777 65 5 301.481 12 550.533 23 -1 2.498.791 8 
伊勢丹 東京都 都 3.237.713 69 4 934.784 20 29 540228 1 -1 4.712.725 14 
岡田屋 川崎市 地 399.7お 95 6 18.587 5 65 418.370 3 
野沢屋 横浜市 都 1.028.997 96 13 7.866 l 27.630 3 -1 1.064.493 8 
大丸東京庖 東京都 タ 2.033.797 47 3 -1 1.431.678 33 27 833.490 20 4.298.965 9 
高島屋東京支庖 東京都 都 4.310.675 75 4 464.436 8 42 295.720 6 32 656.102 1 5.726.933 4 
三越 東京都 都 9.543.226 85 4 -1 1.218.950 1 60 381.037 4 11.143.213 12 
松屋 東京都 都 3.410.474 85 6 322.677 8 7 301.380 7 0.4 4.034.531 13 
松坂屋銀座支庖 東京都 都 2.014.935 85 3 167.772 7 40 172.930 8 2.355.637 1 
白木屋 東京都 者名 927.178 35 1 1.160.043 44 16 325.167 12 40 216.582 9 -1 2.628.970 8 
東横百貨庖 東京都 タ 2.086.547 42 0.6 1.540.829 31 18 211.69 5 301 1.118.2∞ 22 -1 4.956.745 9 
十合大阪庖 大阪市 都 お0.314 12 1 -1 1.899.122 64 32 685.839 24 -1 2.965.275 6 
大丸大阪庖 大阪市 都 2.866.394 61 91 1243.537 26 44 67.789 2 51 542.749 1 4.720.469 5 
大丸京都庖 京都市 都 2.575.817 63 12 785.944 19 47 71.956 2 58 678.996 16 4.112.713 12 
阪急百貨広 大阪市 タ 2.792.161 61 2 610.604 13 l31 1.140.452 26 -1 4.543.217 8 
高島屋大阪支底 大阪市 タ 3.128.896 71 415.037 9 31 870.072 20 一生414.005 8 
近鉄百貨庖 大阪市 タ 329.788 15 4 -1 1.220.170 55 21 649.810 30 2.199.768 21 
丸物 京都市 都 567.182 41 2 347.394 25 41 446.178 34 1.360.754 18 
阪神百貨底 大阪市 タ 226.337 68 9 4.471 3 46 97.390 29 328.198 18 
天満屋 岡山市 地 659.491 74 6 228.125 25 24 9.387 897.003 3 
山形屋 鹿児島市 地 309.969 34 1 520.516 59 21 55.842 7 886.327 1 
橘百貨庖 宮崎市 地 412.160 90 1 12.020 3 35.118 7 459.298 12 
岩田屋 福岡市 地 325.328 31 4 576.170 54 23 154.554 15 1.056.052 1 
博多大丸 福岡市 地 762.966 45 6 713.982 42 18 210.011 13 -1 1.686.959 7 
井筒屋 小倉市 地 1.645.670 68 4 612.031 25 18 144.536 7 2.402.237 10 
丸新 徳島市 地 118.665 92 9 10.687 8 53 129.352 12 
メロ盗、圭ロキ1 53.186.214 63 41 5.194.789 81 37113.804β84 16 31111.159.667 13 83.345.354 10 
32百貨底(東海・北陸地域を除く)表3
w 
-..:] 
(出典)表1-1に同じ。
(注)可能な限り，出典の数値の不整合は修正した。しかし全体の合計額など表4との不一致も残されている。
38 一一経 営 論 集一一
いて，同じ日本百貨庖協会東海支部の担当者は.営業現場の感覚として.I種目別により多少の
相違はあっても大体.大都市百貨庖においては 2~3%程度，中小者15市百貨庖(ここでいう地
方百貨庖一引用者)では 4~6%程度でなければならない」とみている (6)。この見方に即して，
公正取引委員会事務局でも「買取返品率が10%以上を示しているのものは，その"1:1に不当返lf
が含まれているとみて，差支えない」とする一方，買取返品率が低すぎるものも「返lfJを予想し
て，あらかじめ買取を混合とか委託品等の仕入方式に切替えていることが予想される」としてい
る。また. I買取商品の返品が皆無である」のも疑問であるとしている (17)。
次に，混合仕入(返品条件付買取仕入)の返品率についてみると，呼称は各庖によって多様で
はあるが，表3をみると，大丸京都屈が47%. 大丸大阪庖が44%. 高島屋東京支j古が42%. 東
横百貨届(東京)が18%. 白木屋(東京)が 16%. 高島屋大阪庖が 11%となっており， これら
の平均は前述のように 37%であった (8)。百貨庖の同調査に対する警戒感もあってか.この混合
仕入にl峻別できた仕入額と返品率の対象が限れられたものであったとはいえ，他の仕入方式より
もきわだって高い返品率であったことがわかる。これは，百貨庖特殊指定に定める不法J亙luと認
定される事態を回避する方法として，この混合仕入方式が導入されたからであろう。
第3に，表2-3の15庖と表3の32応の計47府のそれぞれの委託仕入方式による返品部に
ついてみると丸栄(名古屋)の 67%. 岡田屋(梢浜)の 65%. 三越(東京)の 60%. 大丸京
都府の 58%. メL新(徳島)の 53%. 藤|崎(仙台)の 52%. 丸井今井(札幌)の 52%.大丸大阪
庖の 51%が50%以上の高い返品率となっている。此も小さい値は.表2-3に示される松菱沼
津庖の 2%であった。平均をみると.表2-3の15庖では34%であり.表3の32屈では 31%
であった。委託仕入は， もとより返品が可能とされる仕入方式で、あるから，この仕入方式による
返品率が高いのは当然のことといえる。ただ，公正取引委員会事務局の見方では「委託品の返去1
率は通常20~ 50%といわれている点から考えると 甚だしく高率なものについては注意する必
要がある」が.I商品の内容，納入業者の要求. I~Î貨「占側の立場等諸般の事怖を考慮した上で、tilt
論を出すべきこと」としている (9)。
このように，仕入方式別にみた場合，買取仕入には通常の想定よりも高い返品率の場合に不当
返品の可能性があり，また法規制に対する便法ともみられる混合仕入の返11本が高率で、あった。
この点は，規制を監督する立場の公正取引委只会にとっては，百貸出特殊指定直後の百貨!剖llIJの
新たな対応として注意すべきことであったろう。
② 品目別返品率
仕入の品目別の返品率をみると，表4に示される 32J苫全体では，洋服(紳士服)が18%. 呉
服が 17%.洋服(婦人・子供服)が15%と向く，その他の品目は，算定されたものだけでも.6%
表4 32 百貨庖(東海・北陸地域を除く)の品目別仕入額・返品率 (1955 年9 月~ 1956年3月)
タ l 呉服 2 寝具その他 3 洋段(詩士寂)4 三宝.i;)，.子E宝 5 洋品 6. ~貰 7 家具 8 家庭用品 9 食宇らも 10.その?!! Il 合計
庖名 所在地 イ 仕入額 3τとEロD'干歩 仕入額 返品率 仕入額 ií~ロa宮平古3 仕入1!! 返品事 仕入額 返品率 仕入額 主市ーロロ主寸ー 仕入額 返品享 仕入額 又-古~t:口n車寸ー 仕入額 返品率 仕入額 返品率 仕入額 ;~品率
プ (千円) (%) (千円) (%) (千円) (%) (千円) ¥%) (干円l (%) (千円) (%) (千円) (%) (干円l (%) (千円) (%) (千円) (?{，} (千円) (%) 
大国屋 小樽市 地 21，2?.5 Il 46，邸 53.520 24 41.018 18 7組 21.40 ヲ 19l.i75 14 
丸井今井 札幌市 地 2.849 12 153.612 3 -1 238.4犯 61 248錨 2 25J82 96.6加 ま見jOO -1 1.2.臼4 4 
藤崎 仙台市 地 l3i2幻 29 5.619 3 81.(胤 261 107仰 21 185.50 10 97.526 12お3 4じE目 9 92.987 2 -1 810鰯 15 
松木屋 青森市 地 41:似4 25 12.2i 0.6 10.198 16 10.39i 16 38.802 Il お.517 4 l鰯 mお 3 23，蛸 0.6 lお，.392
丸美屋 八戸市 地 18240 1 8.613 10 23.196 14 12.斜3 5.546 18.0お OJ 862i3 
松坂屋上野支庖東京都 都 60.896 14 36.386 81 329.453 21 il2.024 241 8i8J21 71 726.469 12 375.4∞ 41 191.494 4 溺.41 0.4 ー掛，7284 1 
西武百貨庖 東京都 タ 276.8:却 4 53.160 0.61 14124 8 訂7.614 7 みl卿 51 420.481 3 5.650 61 IIH卯 2 お5.423 0.5 -1 2.498.i91 3 
伊勢丹 東京都 都 お4.376 10 J.(防繊 17 ー 1.47乙泌 6 ぉ5.721 4 407.462 5 俗7.062 0.8 4JI2.725 8 
岡田屋 川崎市 地 129.似2 15 51.8 13 16J91 92.162 2.842 2 6.645 418.370 
野沢屋 横浜市 都 141.95 20 86:鵬 6 8.i46 321 1;>l.0汚 21 171.81 10 208.867 8 19.i35 8 86.502 31 106.7お 2 一 l似 .493 13 
大丸東京庖 東京都 タ 387.828. 241 25241 19 492.417 n ぉ7.139 17 1.496.18 3 180.941 7 お5.571 6 航642 4298967 1 
高島屋東京支庖東京都 都 827.373 12 165.516 12 702.5.花 13 862.613 9 -1 1.6四 l 71 401.482 31 31.38 61 511.917 I1 261.95 21 5.726.93 
三越 東京都 都 1209.i42 16 お:!fJ7 51 1.026.316 14 1.34523 81 1.832.451 41 2.170.152 16 610.838 14 認5.il似 51 1.49.474 21 237.936 -111.43213 
松屋 東京都 都 お3~両I 81 39.3iS 71 418.1剛 6 お5.586 41 W228 81 736.542 8 78，2?.5 81 249.201 91 747247 1 201.954 21 4.034.531 
松坂屋銀座支庖東京都 都 お8.114 71 102.740 21 210.579 19 264似6 71 515.707 31 410.317 51 19J.ぬ3 41 103.1ω 21 29.562 0.6 2あ5.637 5 
白木屋 東京都 都 520.お8 3“;.352 241 292.ぬ』 2 訂虫7ω 9 磁波 71 362.必2 1 324脚 -1 2.628.970 12 
東横百貨庖 東京都 タ 639.619 14 151.27 3 匁U65 17 619209 16 850.37 51 7却168 51 13.筋7 10 271.侃8 61 1296.795 0.7 -1 4.956，745 
十合大阪底 大阪市 都 49.472 26 8.827 14 396.867 291 516.53 21 748.392 261 297.696 71 108.929 1 62.731 10 245鵬 3 2.9652万 21 
大丸大阪庖 大阪市 都 875.捌 31 234.932 261 402.61狗 261 736.953 24 紛 l羽 16 目指脚 1 323260 61 :n<l.836 61 436.764 -1 4，720，469 18 
大丸京都底 京都市 都 439.il 381 251.512 12 40247 361 6市.&10 261 26l.i元 14 1.328.5:四 91 198.20 81 25お5 91 328.554 0.5 -1 4J12.713 18 
阪急百貨底 大阪市 タ 46'引18 41 I必鰯 1 23，耳目 41 626.762 41 567.49 21 1.049.694 31 I包側 61 ~見.615 3 釘921 -1 4，543.217 
高島屋大阪支庖大阪市 タ 1:>.585 14 I∞079 12 457.325 201 514.305 15 1.531.707 168.泌9 3 お1.ηl 8 日5.お4 4.414，∞5 Il 
近鉄百貨庖 大阪市 タ 187お6 37 76.014 10 129.2>4 281 153刀2 36 705.514 10 1922i4 81 75お4 -1 2.19，768 13 
丸物 京都市 都 123.3お 241 231.693 1 l3i蕊5 21 214.970 17 63.034 14 285.14 6 37.‘~2 10 83.616 81 160お8 I1 2，964 -1 1，3ω，754 1 
阪神百貨広 大阪市 タ 15，497 10 89.325 6 27.話。 4 5，826 328.198 7 
天満屋 岡山市 地 13.238 19，81 li 185.047 1 24泣4 10 21.3お 53，981 51 159.194 897，∞3 10 
山形屋 鹿児島市 地 19.381 27 18部3 12 76，i35 261 15.05 81 153.153 71 1l.326 i 20.πl Il 47，691 7 86，日8 I1 5，842 86，3幻 13 
橘百貨庖 宮崎市 地 10.314 8 42.378 。29.138 2 26.i53 301 128.縦 14 47.4Oi 8 13.却 172i2 41 18，901 2 お，219 1 459.298 
博多大丸 福岡市 地 162ω5 2 238.762 21 l似卿 14 204.518 3.紛 9 75.132 I 147，306 2 -1 1，056，052 13 
岩田屋 福岡市 地 29.784 19 -1 306釘5 18 ーお9.I'ω 9 担8219 59.517 61 IωIぬ9 71 312，52 -1 1，686，959 1 
井筒屋 小倉市 地 2i.初 13 167，90 61 291.30 10 362泌6 1 514.148 7 お4ぷ5 6 69.315 61 126.762 31 287，801 -1 2，402，237 
丸新 徳島市 地 お298 13 l生39唱 19 38，4ω 1 21.780 14 13五80 12 17，43 129，35 12 
JロL舌ロt 10.975.943 17 3.729，似O 91 8，侃~813 18/ 9，462，52 15 I ~687，556 8/ HI96.72 91 3.67，953 81 4，627.120 61 12，508，530 l四05.110 1 83，345，359 10 
(出典)表1-1に同じ。
?
?
?
?
??
? ? ? ?
?
??
?
?????
??
??
??
w 《。
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から 9%の範囲内となっている。
呉服の返品率を個別にみると，同表に示されるように，大丸京都庖の 38%.近鉄百貨庖(大阪)
の37%.大丸大阪庖の 31%が高く.20%台の返品率は 20庖になっている。紳士服についてみる
と，やはり大丸京都庖の 36%が最も高く，野沢屋(横浜)の 32%がこれに続いており.20%台
は12庖になっている。婦人・子供服では，近鉄百貨庖の 36%と橘百貨庖(宮崎)の 30%が向く，
20%台の庖は 12庖となっているc
洋品では，同表にみられるように，十合大阪庖の 26%が最高率で 大国屋(小榊)の 24%と
2庖が20%台であり，他は 16%以下であった。雑貨での最高率は大国屋(小樽)の 18%であり，
家具のそれは三越(東京)の 14%. 家庭用品のそれは十合大阪府の 10%であった。これら 3つ
の品目は，他の品目と比べても相対的に返品が少なかった。
ところで，返品率の高い呉服，紳士服および婦人・子供服について，表 1-1と表 1-2に
示される品目別仕入方式のなかで，買取仕入が100%ないしそれにごく近い値あるいは買収仕入
と混合仕入の合計が100%ないしそれに近い値であって，かっその返J品率が30%以上のltiの返
品率をみると，大丸大阪府の呉服(買取・混合計 100%)の38% 大丸京都府(買収・混合I汁
100%)の呉服38%.野沢屋(横浜)の洋服(買取98%)の32%. などがあげられる。同様の
仕入方式比率で、返Jfl本が20%台のものをみると，野沢!歪の呉!lIi(買取仕入 100%)の20%. 同
居の婦人・子供服(買収 100%)の22%. 大丸大阪府の紳士J/i(n取・混合合計90%)の26%
などがあげられる。なお，公正取引委員会では，大丸の京都・大阪岡山では，混合仕入であって
も委託仕入とH乎称していることから，実際にはここに算入されていない委託商品の返111も合まれ
ているので，他府よりも実際の返品率は相当高いとみている (20)。
ここにあげられた多くが大都市百貨応であり，先にみた 'F~~業現場の!~1'tで想定された買収イ:1:入
の返品率が2-3%であったことを勘案すると，相当にじい、返品市で、あったといえよう。この点
からも，大都市百貸出は，公正取引委員会の注意が披も向けられる対象であったと推定される。
さて，雑貨品についてみると，表2-1の15J苫の買取引:入のなかでは，大和(本届) (金沢)
の20%.丸宮百貨庖 (1岐阜)の 18%.大和富山屈の 16%がよい、が.15 mの平均で、は8%であり，
衣料品の平均の 10%よりも低い。また表4の32屈の仕入方式を分けないかたちで、の商品別返lu
率をみても，大国屋(小樽)の 18%や三越(東京)の 16%が1=1)/:つが.32庖全体でみると 9%
にすぎず，呉服の 17%.紳士服の 18%.婦人・子供服の 15%に比べて低い値となっている。
家庭用品についてみると，表2-2の15屈の買取仕入をみると大手J]'I~Y 山庖の 23%. 大和高間
庖の 15%が高いが. 15庖全体でも 6%であり，衣料品の 10%や雑貨の8%よりも低い。また表
4の32庖でみても十合大阪庖が唯一の2桁台で全体でみても 6%であり.呉服，紳士服，婦人・
子供服よりも低いことがわかる (2J)。
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食料品についてみると，表2-2に示されるように，買取仕入に次いで、売上仕入の比率が高い。
この場合，もとより返llll は発生し出If~い。買収仕入についてみてもその返品率は全体で 3% と低かっ
た。表4に示される 32mをみても，計上されている返品率はかなり低いことがわかる。
このように.品目別でみると，営業品目の仕入額の比率で高い比率を占める衣料品の返品率が
最も向かった。このJAil目自体が，そもそもこの特殊指定の主たる対象であり，公正取引委員会と
しては引き統き注意すべき調査結果となったことであろう。
③ 返品の要因
公正取引委員会では，衣料品を中心とする返品の発生要因として，主に8つの点をあげてい
る (22)。
第lは，官Ili格変更のための返却lで、ある。この場合.1:入れた商品は脂頭に買取商品として陳列
されていて.実|際には返品されていないにもかかわらず，帳簿の上で、は，販売価格が変更された
商品はいちおう返品されたかたちとして，再度，新しい仕入価格で購入し，新しい小売価格で，
あらたにj苫顕に陳列されたこととする。名鉄百貨府(名古屋)や大手1:(金沢・新潟・富山・高岡)
などでは，こうした方式が採られていたという。
第2は，百貨!苫の残品のJi5頭価格の値崩れ防止のために，問屋から求められる返品である。こ
れは，たとえば東洋紡のダイヤシャツやカッターや鎚紡のナイロンブラウスなどの一流メーカー
商品に多く，名鉄百貨j苫などでそうした問屋からの袈求返品がみられたとされている。
第3は，在庫調整のための返品で、ある。これは.月末の在庫赴や在庫金額を調べて，在庫過剰
とみた場合，いちおう商品の現物はそのままにして返品伝票を切り，翌月初めに新たに仕入れた
かたちにする場合である。これについて，公正取引委員会でも「百貨脂として良好，良心的な経
営方法といえないJ(お)という見方を示している。オリエンタル中村(名古屋)や丸栄(名古屋)
および大和(金沢・新潟・富山・高岡)などで，こうした方式がみられたという。
第4は，季節品の返品である。これは，シーズオフに，メーカーの希望によって開催される特
売会などで，百貨!苫側がメーカーや問屋の要望で、買取仕入方式とするが，要望に沿って買取とす
る代わりに返品の自由を契約する場合である。これも，大和(金沢・新潟・富山・高岡)などで
みられたという。
第5は，煩雑を避けるために一括買取形式を採ることにともなう返品である。これは，前述の
j見合仕入に相当すると考えられるが，買取と委託の区別をしていないで、，繁忙期に委託伝票を切
ることが而倒なために，すべて買取イ:1入扱いにして事務処理をするケースである。この場合，買
取商品で、あっても，委託品商品として随意に返品が行われる。表2-1に示されるように，丸栄(名
古屋)はじめ，新潟脂を除く大和l各府および丸宮ï~i j;~J古 (1岐阜)などで，衣料品の委託仕入の返
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品率が高いが，これらのうち丸宮百貨庖のそれが，こうしたケースに相当する可能性があると公
正取引委員会ではみている。
第6は，注文外で送付された見はからい品の返品である。これは，前述のように.地方百貨脂
のように，遠隔地であるために，問屋側が百貨府の注文外の商品を送付したり，注文以|二の数量
を見はからって送付する場合，百貨庖側が希望商品以外を返品する場合である。松菱本Ji1(浜松)， 
丸越(金沢)および大和(金沢，新潟，富山，高岡)などでこうした事例がみられたようである。
第7は，従来の商慣習にもとづく返品である。これは，本来は委託品であるべき洋服などの仕
入について，問屋側の要望によって，買取扱いとして百貨庖が資金面の融通を行うとともに!日l屋
も返品を了解している場合である。これは，松菱本j古(沼津)などでみられたようである。
第8は，特売・廉売会後の返l11である。これは，都市部の百貨庖では，メーカー製品のj眼光会
では売上仕入を採るのが一般的であったが，地方百貨庖のなかには，商品のm1荷，陳列， 1眠う'己.
管理などの付帯業務を百貨府側で行わなければならない関係で，送付商品をすべて白取扱いにす
る代わりに残品はすべて返品することを条件とする場合もあった。これも，松菱本Ji1'i(i自主It)な
どでみられたようである。
このような種々の事由によって，返Jilが発生しているとみられ，公正取引委員会では，これら
のうち第1，第3，第5，第8の要因のように百貨j苫の経理や業務のシステムの未強引ijや，また
第2，第4，第6，第7の要|主|のようにメーカーや問屋側に責任があるものでは， fl'(ちに不当返
品と|折じることができないものもある，としている。しかし「返品理由が明らかにされていな
い行貨屈の中には，相当の不当返，f，'iJ 'i" frまれている」ともみている例。
(3 )タイプ別取引状況
① 仕入方式別比率
大都市百貨届，ターミナル百貨山および地方百貨屈の3タイプ別の取引状況について，あらた
めて特徴を確認しておこう。
表5に示されるように，仕入方式別にみると， 3つのいずれのタイプでも，やはり買取仕入が
最も多い。大都市百貨庖の比率が69%と故多であるが，同じ都市部に立地するターミナル百貨
庖が54%と最低である。ここには表示されていないが，向者の平均は 64%とされている (25)。し
たがって，その両者の平均値と比べても，去5に示される地方百貨庖の買取引:入の比率 67%は
高いということになる。
この点について，公正取引委員会では「地方百貨庖の納入業者に対する取引上の地位が，大都
市のそれより，優越していないことが考えられる」としている倒。すなわち.最初の公正取引
一一 1950年代半ばの日本の百WJi~f取引の一断面一一 43 
:委n会のぷH't全体の印象に示された状況とは典なり，地方百貨屈では，買取仕入の返品という優
越的地位のi肱川とみなされる:'jI:態をInl避するために，買取仕入額を減らす必要がなかったとみて
いるのである。この点は，汁'11守の公正1)(引委員会の規制の対象が，地方百貨庖ではなく，主に大
都市百貨山にliJけられることになるー悶として，特に留意しておきたい。
売上仕入についてみると，表5に示されるように，ターミナル百貨店が24%と最も多く，大
都市iJ質問の 11%の2倍以 L:であり，また地方百1守府の 8%の3倍にもなっている。これは，
表6のIWlj別比郊に示されるように.ターミナル百貨屈で食料品の仕入比率が高いことによる。
大都市百貨日-1の食料品の比中は.その半分近くの比率の 12%であり，地方百貨店のそれの 15%
よりも低い。それにもかかわらず，表5に示される売上仕入の比率でみると，上述のように大都
市百質問が地)rÎ~f 11' J苫よりも向くなっているのである。これについて公正取引委員会では. r食
料品以外にもかなり.52上仕入を採用している傾向がうかがえる」としている倒。
② 返品率
次に. {:I入方式別の返!日l率についてみると，表5に示されるように，買取仕入では， ターミナ
ル百貨!iHの3%が故も低い。大都市百貨!苫と地方百貨自のそれは，それぞれ7%と6%であり，
この阿者のIJに大きな差はない。前述のように，地方巳f1せj古は.述Iq"，¥i也のために，納入業者から，
見はからいlbI1や住文外ifHI'NIを合むim品が大:'Il:に送付される IJ能性があり， したがって返品率も相
対的に向くなることが考・えられるが，この去5および表6をみる|決り，そうした傾向が顕著とは
百・ぃ切れないこともわかる。
混合イ1入と委託イ:1:入についてみると，京5に示されるように，大都市百貨庖の返品率がそれぞ
れ35%. 39% と向い。ターミナル百1tJ;~! もそれぞれ 41%. 22%と向い。地方百貨庖は，混合仕
入も合まれると想定される委託仕入の返品率は 25%であり，大都市百貨庖およびターミナル百
貨脂の混合仕入と委託仕入の合計比率よりも，かなり低いことがわかる。買取仕入の返品率の低
さと，不当返品を逃れる便法としての混合仕入や委託仕入に転換する可能性を含めて考えると，
その混合仕入および委託仕入の返品率が低いということは，公正取引委員会も指摘するように「地
方百貨l古の取引状況は比較的良好であ」ったとみることもできょう(お)。この点も，先にふれた
ように.公正取引委員会の監視の目が，地方百貨府よりも，むしろ大都市百貨庖に向けられるこ
とを示唆しているといえよう。
おわりに
以上みてきたように. ~~DIHI:入額が多く，かっその返品率が低い地方百貨庖は，見はからい品
表5 立地条件別百貨庖の仕入方式・仕入額・仕入比率・返品率 (1955 年 9 月~ 1956年3月)
大都rl百貨庖 (15庖) ターミナル百貨底 (8庖) 地方育貨応 (24庖) 合計 (47庖)
仕入方式 仕入額 仕入方式 3、2百EU U暗--tす- 仕入額 仕入方式 3百且ロ口ロ守市三 仕入額 仕入方式 返ロ口ロ市ーすー 仕入額 仕入方式 j&;品率
(百万円) 比率(%) (%) (百万円) 比率(%) (%) (百万円) 比率(%) (%) (百万/']) 比率(%) (%) 
買取仕入 37.377 69 7 13.522 54 3 9冒009 67 6 59.908 65 5 
混合仕入 3.654 7 35 1.541 6 41 5.195 5 37 
委託仕入 7.003 13 39 4.200 16 22 3.356 25 25 14.559 16 31 
売上仕入 5.715 11 5.572 24 1.0お 8 12.325 14 
合計 53.750 100 1 24.834 100 8 13.102 l∞ 11 91.986 100 10 
(出典)表1-1に|吋じ。
(注)前掲表での大都市百貨庖(15庖)の仕入方式別の合計値と上記出典との数字が必ずしも一致しないが，ここでは上記出典の数字を掲載した。
表6 立地条件別百貨庖の品目別仕入額・返品率 (1955 年9 月~ 1956年3月)
大都市百貨庖 05庖) ターミナル百貨庖 (8庖) 地方百貨広 (24庖) 合計 (47庖)
品目 仕入額 品目別比率 返ロ口ロ占ーす 仕入額 品目別比率 返ロ口ロ申F守一 仕入額 品目別比率 返品率 仕入額 品目別比率 3、E53;n白ロ骨$
(百万円) (%) (%) (百万円) (%) (%) (百万円) (%) (%) (百万円) (%) (%) 
呉服 6.705 13 18 2.715 1 14 1.556 12 18 10.976 12 17 
寝具その他 2.652 5 9 780 3 10 297 2 6 3.729 4 9 
紳士服 5.508 10 19 1.748 7 18 1.429 11 16 8.685 9 18 
婦人子供服 6.11 11 16 2.729 1 13 623 5 14 9.463 10 15 
{子耕ロ口ロ 7.41 14 9 5.106 21 6 2目140 16 9 14.鎚8 16 
衣料品 2.52 4 9 505 2 18 1.48 1 19 4.206 5 14 
雑貨 10.115 19 12 3.364 14 5 2.415 18 9 15.894 17 8 
家具 2.708 5 8 703 3 6 258 2 6 3.668 4 8 
家庭用品 2.968 6 6 1.502 6 6 l∞5 8 7 5.475 6 6 
食料品 6.564 12 5.631 23 2∞6 15 14.2∞ 15 I 
その他 828 2 50 。 I 126 l 1:α)4 
合計 53.851 l∞ 12 24.834 l∞ 8 13.302 1∞ 1 91.986 l∞ 10 
(出典)表1-1にiロlじ。
(i主)前掲表での大都市百貨席 05底)の仕入方式別の合計値と上記出典との数字が必ずしも一致しないが.ここでは上記出奥の数字を補正のうえ.掲載した。
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や季節品および未注文品が納入業者から送付されるという当事者にとっての対処すべき課題が
あったものの，おおむね法的に適正な取引状態と認められる対象であった。したがって，公正取
引委員会の監視の日はI fl取引:入制比率が小さく，かつ返品率も小さい大都市百貨庖へ，より注
カfれるようになったと推測される。
なかには「返lfのおそれのある商品を合法化するための手段として，買取仕入を思避している
ようにみうけられJ(似るものもあり，r買取商品の返品が全然なく返品はすべて混合仕入商品(委
託品納入)の返品にしているのは不可解である」側としてしており.公正取引委員会では， rこ
れは一種の脱法行為と考えられる」とまで断じている (31)。
とはいえ， Hif述のように，百貨府特殊指定第 1項のなかの「納入業者が処分することがその利
話となる場合に当該業者の'lnmに応じた返品」に相当するか否かが問題であり，納入業者の意思
による返品か.百貨庖の優越的地位のi監用によるものかは.この調査では必ずしも判明しない部
分が多く.その判定も公正取引委員会側の課題として残されることとなった。
さらに，公正取引委員会では.従来食171のみで、あった売上仕入への切り替えにともなう問題と
して， r手伝自民が売上仕入貝に梢すべりするおそれがあJ(切ることも指摘している。これは，
百貨府特殊指定第6項に規定する手伝庖貝の使用制限に関わる問題である。したがって，当時の
公正取引委員会のこの問題に閲する調査やそれにもとづく認識についてもみておく必要があろ
う。これについては，別稿に譲ることにしたい。
[注]
Illmt1illの研究史については，米1何樹氏がそのぷi:11}r日本IitJ，¥;'決成立史一企業家のTf新と経営組織の確立ー』
(ミネルヴdHf}，2010 J，le) 356 ~ 42Hfで汁念に月経理1¥されているので，参H日されたい。また，近年の代表的
なi:I貸出の経営史的研究としては，同{J干のほかに，jf，長|日iJjJ!.~I~ n~Î 1t J~iの生成過程j (有斐閣， 2006年)などが
あげられよう。
121 1950 年台の百貨!百の取引~íl.~に|刻する経営史分野の代表的な先行研究として，高阿美佐「戦後復興期日本の百
貸出と委託行:入一日本的1¥(51慣行の形成過税ーJ(絞'm史学会『級'm-史学J第32巻第 l号， 1997年)があげら
れよう。|百'Ji論文は. tj;見の IU~ り.取引業者と百貨Jí'5の取引関係について ， tiJJii節約メカニズムの視点から，取
引条件の双方にとってのリスク回避の問題を鎚としながら取り組んだ，さきがけ的な研究といえよう。同論文
でも， 1954年末の百貨!苫特殊指定を契機に貝取仕入から委託行:入への移行が進んだ‘点、に注目し，衣料品取引を
1''心に，その意義を解明している。ただ，百貨!白特殊指定直後の他ifHr¥'I，も含めた全体の仕入形態の変化や返品
の状況をIlfMi恋しようという点に，本稿の研究史上の特徴があるといえよう。
(九)このir後のH寺WJに，百貨府以外で特殊指定された業秘として，しょうゆ業(1953"Io)，みそ業(同年)，海運業(同
i[o) ， ソース業(同年)，カレー粉またはこしょう波~ ( 1両jilO)，ゴムはき物業(1954年)，新開業(1955年)，マー
ガリン業またはショートニング業(1956ijo)，マッチ業 (1百J"I'.)，教科[!F業(同年)などがあげられる(今村成
手[Jr法学金集52-n 独占禁11-.法〔新版)1有斐|品L197811'.， 15811)。
141 残る他の 6 つの項目は，商品購入後の納入侃l怖の不当なW~引(百貸出特殊指定第 2項)，著しく不利益な条件
の委託販光1切1(同第3項)，不当な販制Iiで、の納入(同筋4項)，前.17lの全部または一部の不当な納入拒否(同
第5Jli) ，納入染者に特殊技術者を除く従来~n を派池させて似!日すること(同第 6 項)およぴ 1~6項の要求
を:tn:rfした納入染者への代金支払遅延，購入数此削減，取引，p;cJ卜.，その他不利益な取扱(同条第7項)である。
なお， ここでの百貨府特殊規定に|刻する記述は. r'lh'持:U筋8392り・(1954年12月21日)所収「告示J(公正
46 一一経 営 論 集一一
取引委員会告示第7号)による。
(5)公正取引委員会事務局経済部調整課『百貨庖業者の取引状況に閲する調査(1956'1三12月) 1-2}i。
(6)同書l頁では，公正取引委員会事務局経済部調整課による訓査対象を「北海道21苫，東北31九 ;j(iji，13 1山(こ
のうち川崎さいか屋は 31年5月に開庖したので報告なし)，京阪81民中国 11苫ι 九州地域51万の;i'l・32I，li J 
としており，さいか屋の分を差し日|くと，京浜地方は 12山となり，合計応数は 31腐となって 1I，lj不足する O
これは，各表に示した四国地方(徳島県)の丸新を欠いているためと思われるので.ここでは， Jl41主|地)j1 1，Ii
を加えている。
(7)この「百貨庖業者の取引状況に閲する制作』では，立地条件目Ijの百貨応名を特定していないが， 1前;J:l'd:i'以の各
庖の仕入額の合計{直の盤合性などから，本fl:jで、は庖名を推定して表示している。
(8)同書， 1頁。
(9)同古¥ 2頁。
(10)同省， 2頁。
(]I)この名古屋地方事務所による調査では，悦合{:I入という調査項目はない。したがって.調査対象側のl'刊tJ.!iでは.
上述の混合仕入という尖態があっても， WI¥(1:I入か受託仕入のいずれか一方あるいは内容別にいずrれかに似り
分けて問答したと:JW測される。
(12)前掲『百貨庖業者のl仮引状況に附する調公14真。
(131同世， 4-5頁。
(11)大丸京都府では，品目を|均わず、仕入額を光仙lて、言I't):したものを回答しているため，他と異なり，川tU'" 分iリ
がそれだけ大きくなり.実際の返品率より低くなっていると推定される(阿il:=， 6頁)。
(I5)同{!:=， n~。
(]6) 1可:;!:=. 7n。
(17)同;!l:，6-7真。なお，ここで「買収返1lが皆MiJとしているのは，表3に示される前向民大阪支1，Iiのことで，
同府では， 1:入{jj[でm伐と混合の区別がつかなく，返品に限って全)}liJi¥合1:1:入にしているとのことで， 1可火では，
その返I17に相当するi1i¥合{:I入が皆無となっている。
(18) 大丸京者1II ，Ii でのぞl'問、は安IjE商品，商品嵐山;京支I，l!で、のぞ'1 :f{J;は委託搬入で、あった。また.東1YiEii~ftliでは， i'l1l¥( 
仕入 (B)として，これについては，純粋の口取仕入についての IA伝W!:Jと区別した IB伝禁JをJrJいていたω
こうした貝取仕入(B)は.この表 3 では • iI~合11:入に分納したが. 1百JJ.l i と I~Pド凶では，このro民社入(B)を，
通'':I~'の業務では'('ill\(仕入と|呼称していたという(!.iJi I l'， 7 -8 :m。
(19)同世， 8頁。
(却)向;Il:，10 I，~。
(20雑貨に分類されている iJ能性もあるが，おそらくこの家出品に分類される洗剤知について，メーカーでも返11
処理の方針を策定していた。花王石隙株式会社は，ちょうどi'iWI苫特殊指定の4カ月前の 195411ニ8)Jに. 11 
花王石鹸株式会主!と花王il脂株式会社が介fJIして、 1935(1昭和110)年以前の HIイ'*i/iljに反ったがι 返品の川J組
が経営上の主な課題のひとつとなった。検討の結果. IJi(WJ として「本舗の訂任に)，~づく原因により生じた返品
について本吉J/iで、引JI¥(り，その返品迎i'i:は本fil/iのf!jHとする」こととし， I仰泊、先の1'rイ壬に恭づく以IEにより '1:，
ずる返品は認めない」こととした。ただし， I担J，t先の1/11¥により，本liJ/iでやむを仰ないといIJ析したl荷品につ
いてはJ，いわば条件付きで「返品を認める」こととした O その条件というのは.ひとつには「本命/i到治I!Jに
良品である場合jであり，これを認める場合の「入iPH!li燃は仕切仰i絡の5%引きとする」とされた。また「利
意先の返送途中における破損により本fii/ì:tIj;，\II~ に引if似品である場合」は， I損傷の程度により，本fil/iにおいて
入帳価絡を決定する」とされた。これについて， r内規』で「受入数Jil:，HH1Jiの税)~の認定はl仮~'G ;'íJ1及び各 )JI
業場検収係にてiλA定するとされ 「荷JiYjli!，の入 111j~は 11: 切f!lI i絡の 10%以上」とされた(花王イー[鹸jffi1，7，企剛1'115r返
品処理方法について(笑)J. 1961年4月31:1) 。この前後の状況や当時のi仮光については，仏-々木Jr~ rIJ本(1甘
流通の経営史』有斐閣， 2007年，第7禁を参!!日されたい。また.これより 10年後に社1法人流通/lfJililiJf究協
会が通産省の委託で行った調査では，家庭JiJ合成洗剤の lif!l光業者(1291':1:が対象)全体の 74.4%が向、、1返
品なし』と答えている。これは見はからいi返り， ~1j1し込み lilJl ;jl:，~:~;をとらないためと思われる」としながらも.
「一部の卸売業者，小売業者のなかには，不当な返1をわう者"(1;1.捌ヨ1Eでは 20.2%が『不当返品ありJと問符ー
引用者)のある撃が面接調査で確認された」が i)jUIiJとしてこれらの不当返品は拒否されている」としている O
また，メーカー側の対応については， I不当返品を|坊ぐ意味で r;l!り単品リベー ト.1 (返品しない場合に出すリベー
ト)を半期毎に支給するケースがある」とし花王の'lf.{yIJを取り上げて「花王版社で、は卸光先からの返品は1・
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切仙の 5%リ|きで受け取り.これを花T.u敵へliJじく 5%引きでリ|きJI)(ってもらうという慣行がうまく働いて
いるようである」としており， 1970 前後に花'1:で版社がi没、I された H、，~':}~(まで，約 10 年間は，先に紹介した販
光規定が継続していることがli'Miaされる。このiV，'，J1I:では， さらに家出IJf，-成洗剤の「百貨庖取引にも，不当返
lhがほとんどみられないことが， Wj按l制作でイ1M泌された」としており，その嬰ItsJについて「百貨庖の合成洗剤
の取引が，ほとんど'nJ削1:入で行われているという :IJf.oj'l'lによるものと思われる」としている(通商産業省企業
同制 p収リ|条1'1・の)，;:態 (2)j大成約j:)llIJ1，) 1971"ド， 53-5HD。
(:!2)以 fの返仏製!大|の記述は， liJelru i'I，!n能才「のJI)(り|状況に|則する訓1I:j11-13Uによる。
12:l liH'F， l1).'i 0 
(目1liJjI!:， 13よ'{。
1251 liJ:i'F， 14 ).'{o 
1261 liJl'L 14 Uo 
1271 l.iH'L 14 U。なお，委託1-':入については，公5にがされるように，地方l'ii'J，liの 25%が向いが，地方百貨庖
の1M合1:入についてのiV.¥J1I:を行っていないため， iJ~介 11:入に分刻される )j式も委託イ'1:入に組み入れられている
可能性がある (liiJj':=' 14 W。
(出1刷':， 16 ).'io 
(出IliH':，17U。
1:1川 liJtlF，18 Ti。
l:lIl;1':=' 17).'(。
(;I2li]:¥':=' 17以。
[1，J記]
本研究を進めるに 11r，~して，弘前大学I~H'::lÎ1'i.東北大学 lヌ11':ぬ(i. i柄拘liTlr rJ'~凶:':=nl'i.日~\lìí/i1i立 I~J~!1:館.大阪府中
之向 I:;lJ't'F自~nおよひljq立国会I~H'刊!\'ii9i'蹴の文献・!と中l を使川させていただいた。記して|刈係者に感謝の窓を表したい。
本研究は， 2009 -2010 年度 191 治大'デ社会利 f'r:研究所研究~~・ 1何人研究 (3 純) r1940年代後半-1960年代日
本の仰光栄と小ッ'~;~の統':::;実態の経常!と的研党J の!此*のー古11である。
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Actual agreements on both buying and returned 
goods between Department Stores and Suppliers 
in Japan in the mid-1950s 
Satoshi SASAKI 
This paper examines the report entitled 'An Investigative Report on Business Transaction 
Contracts at Department Stores，" issued by the Fair Trade Commission(FTC) in 1956. This 
report was issued after the publication of Notification NO.7 of the FTC， 'Unfair Business 
Transactions at Department Stores' in December 1954. The purpose of Notification NO.7 was 
to impose legal controls on the unfair return of goods to suppliers from department stores， 
which at the time were taking a superior stand over their suppliers. The report on inventory 
agreements deals with the reaction of department stores after the regulation was published. 
The study of this topic led to the following observations. 
Firstly， on the whole， the ratio of 'buying-in stock' (kaitori shire: possessive rights of goods 
moved form suppliers to department stores) was lowered in response to the new regulation on 
the return of 'buying-in goods. 
Secondly， the reason why the ratio of buying-in stock at local department stores was 
relatively high is that the large quantities of goods and samples were sent from distant places. 
Therefore， the high rate of return of unacceptable goods was by mutual consent， so the ratio 
of returning goods was also relatively high. Before and after the Notification， these conditions 
were not so changed. Because there was a mutual consensus on the return of these previously 
ordered goods， the FTC viewed the business dealings at local department stores as sound. 
Thirdly， after the Notification， the author found that the ratio of 'buying-in stock' at urban 
department stores was lowered and the ratio of returned goods was also lowered. This was 
caused by the change of purchasing from an almost exclusively 'buying-in stock' method to 
(1) a 'mixture of buying-in stock and consignment stock'(kongo shire) or (2) to a 'consignment 
stock'(itaku shiire)method or (3) to a 'turnover stock'(uriage shire: sales account added up at 
the same time when goods were sold)method. These methods were used because the return of 
goods based upon these methods was not illegal. However， the FTC was slow to pay attention 
to this ilegal purchasing method at urban department stores. 
